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要旨 本研究の目的は、更年期・老年期における女性の健康問題を整理、包括的支援に資す

る根拠を調査・分析することにある。研究 2 年目では、就労世代の女性の健康問題のうち、

下記について研究を行った。

(1) 女性の健康課題として尿失禁とロコモティブシンドロームについてレビューを実施、問

題を抽出・整理した。

(2-1) インターネットリサーチ会社のモニターより一般集団におけるロコモティブシンド

ローム(2-1-1)ならびに尿失禁(2-1-2)の有訴率、鎮痛剤、サプリ、湿布など OTC を含め

た医薬品の使用状況について調査を実施した。またそれぞれ関連する因子について統

計学的に検討した。また関連して、約 3000 名の更年期世代の女性における更年期障害

に関連する労働と社会的因子の検討を文部科研研究費で実施した研究を二次利用して

実施した(2-1-3)。 

(2-2) JMDC データベースを用いて、ホルモン補充療法と乳がん発生の関連(2-2-1)ならびに

ロコモティブシンドロームの proxy marker として脆弱性骨折の予測モデルの検討(2-2-

2)を行った。関連して全国協会けんぽ約 2000 万人のデータベースより月経関連疾患の

受療率、合併症、使用薬剤について分析を行った(2-2-3)。

(3) 大迫追跡データから MRI 画像処理を行い、生殖因子別に脳容積を算出した。

(2-1-1) 中年期女性のロコモティブシンドロームと生活環境因子及び社会的支援との関連：

本横断研究は 2024 年 6 月に某インターネットリサーチパネル会社に登録している 45-70 歳

の女性 3,283 名（56.9±7.4 歳）を対象に行われた。ロコモティブシンドロームはロコモ 25

を用い、ロコモ度１以上をロコモティブシンドロームと定義した。ロコモティブシンドロー

ムの割合は 29.1％であった。修正ポアソン回帰分析でロコモティブシンドロームの有訴率

の高さと関連した因子は、過体重、肥満、別居で介護、世帯収入 200‐400 万円、整形外科

的疾患、その他の疾患、労働生産性損失、うつ症状、過活動膀胱症状であった。一方、友人

からの社会的支援、身体活動は、ロコモティブシンドロームの有訴率の低さと関連した（協

力研究者 鄭）。

(2-1-2) 中高年女性における尿失禁と生活環境因子及び社会的支援との関連：本研究では、

更年期から老年期の一般女性における、尿失禁症状に関連する要因を検討することを目的

とした。尿失禁は国際失禁会議尿失禁質問票短縮版を用い、1 点以上を症状ありと定義した。
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生活環境因子には子供・介護の有無、生活習慣、既往歴、うつ症状、労働状況、世帯収入、

学歴、労働生産性を、社会的支援には周囲からのサポートの有無を含めた。尿失禁の割合は

42.7％であった。修正ポアソン回帰分析で尿失禁の有訴率の高さと関連した因子は、過体重、

同居で介護、整形外科的疾患、飲酒、喫煙、うつ症状、ロコモティブシンドローム、労働生

産性損失であった。一方、低体重、子供がいないことは尿失禁の有訴率の低さと関連した。

中高年女性の尿失禁の有訴率は高く、生活環境因子との関連が示唆された（協力研究者 

鄭）。

(2-1-3) 働く女性の更年期症状に影響を及ぼす因子についての検討：2021 年 9 月、民間イン

ターネット調査会社にパネルとして登録している 45～56 歳の働く女性を対象に、更年期に

関連する症状について簡略更年期指数（SIM：Simplified Menopausal Index）で尋ねた。3,645

名の有効回答から、週の有償労働 20 時間未満の者と薬剤により無月経の状態にある者を除

外し 2,731 名が分析対象となった。SMI スコアが 26 点以上の中等症～重症の者は 1,093 名

（40.0％)であり、また更年期症状の緩和や予防のため、市販薬を含む薬剤を使用する者が

530 名（19.4％）であった。SMI スコアが 25 点以下の症状なし～軽症群をレファレンスとし

て、SMI スコアが 26 点以上の中等症～重症群の更年期症状有訴リスク比をロジスティック

回帰分析により算出すると、SMI 26 点以上の更年期症状有訴リスク増加に対して、肥満度

レベルが過体重～肥満（BMI ≧25）、婦人科疾患の既往歴を有すること、更年期（閉経周辺

期、閉経期）にあること、5kg 以上の重量物の持ち上げが１日１回以上ある労働環境、月１

回以上の深夜勤務といった５因子が有意な関連があった。（研究代表者 野村、協力研究者

出口）。

(2-2-1) 更年期前後の女性におけるホルモン代替療法と乳がんの関連： ホルモン補充療法

（hormone replacement therapy：HRT）は更年期症状の改善に有効であるが，特にアジア系民

族において乳がん発生への影響はまだ十分に解明されていない．JMDC データベースより乳

がんと女性ホルモンのケースコントロールスタディを 45～54 歳の女性を対象に実施した。

観察可能期間は 2006 年 1 月から 2023 年 6 月までであり，この期間中に新規に乳がんを発

症した女性を ICD-10 コード、確定診断コードと医薬品コードまたは診療行為コードの組合

せで同定し，乳がんを発症していない女性と 1：10 の割合で無作為に割り当てた．多重補完

法により欠測値を処理したデータに対し，層別ロジスティック回帰を用いた． 13,370 名の

ケースに対し，1,209,151 名のコントロールの候補から 133,480 名のコントロール群がマッ

チングされた．年齢の平均と標準偏差（SD）はケース群が 47.9 (3.0) 歳，コントロール群が

47.9 (3.0) 歳であった．HRT への曝露割合は，ケース群で 4.71%，コントロール群で 4.20%

であり，乳癌発生の粗 OR と 95%CI は 1.135 [1.041, 1.237]であった．加えて，HRT への曝露

期間が長くなるほど乳がん発生の OR が高くなっており，特に曝露期間が 3 年以上になると

粗 OR は 2.5 を超えていた．（協力研究者 岩倉）。

(2-2-2) 特定健診データを利用した骨粗しょう症性骨折の予測モデルの検討：本研究では，

日本最大規模の商用の保険者ベースの保険請求・健診データベースを用い，40 歳から 60 歳
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の女性を対象に特定健診にて取得される因子を用いて，将来の骨粗しょう性骨折の発生を

予測するモデルを開発し，その性能を内的検証にて評価することを目的とする．本研究の対

象者はデータベースに登録されている 40 歳以上 60 歳未満の女性とし，予測因子の候補は

特定健診で測定され，かつ骨粗しょう症や骨折に関連する可能性があるものとする．アウト

カムは骨粗しょう症性骨折（大腿骨近位部骨折，椎体骨折，橈骨遠位端骨折を含む）とし，

ICD-10 コードに基づき定義する．なお，標準傷病名も参照し，高エネルギー性・外傷性骨

折の可能性が高い傷病名は除外する．予測モデルの開発は Cause specific Cox モデル，Fine & 

Gray モデル，Random Survival Forest モデルを用いる予定である．モデル性能の評価（内的

検証）はブートストラップ法もしくは K-fold cross validation 法を用いて行う．現在，研究計

画はおおむね完成しており，婦人科専門医，整形外科専門医，生物統計の専門家と協議の上，

計画を確定し，順次解析を進めていく予定である（協力研究者 岩倉）． 

(2-2-3) 就労女性における更年期障害の受療率と更年期障害に関連する並存疾患および医薬

品処方の年次推移：本研究では全国健康保険協会（JHIA）加入している被保険者の女性を対

象に 2015年度から 2022年度の更年期障害の医療機関受診割合を国際疾病分類第 10版（ICD-

10）等を用いて算出した。更年期障害では，各年度の 4 月 1 日時点の満年齢が 45 歳から 57

歳未満の女性を解析対象とした．更年期障害と判定された対象者のうち，何かしらの併存疾

患がある割合は約 58％であり，疾患別で最も割合が高いのは睡眠障害であった．また，更

年期障害と判定された対象者のうち，約 75％が何らかの医薬品を、約 40％が漢方薬、約 30％

がホルモン補充療法（HRT）の処方を受けていた．我が国の就労女性において，更年期障害

における受療率の上昇が示され，医療需要が高まっていることが明らかになった（協力研究

者 岩倉）． 

(3) 女性の生殖因子と脳容積との関連:解析対象は、岩手県花巻市、旧大迫町の住民で大迫研

究に参加した 55 歳以上の女性 360 人とした。生殖因子は、初潮年齢、閉経年齢、生殖期間

（初潮から閉経までの年数）、出産回数を用い、それぞれ 4 分位に基づき 4 群にカテゴリ化

した。脳の各部位の容積は、頭部 MRI 画像から Voxel-based Morphometry 法を用い算出した。

各生殖因子と脳容積との関連は単変量解析では一元配置分散分析を、多変量では共分散分

析を用い、生殖因子各群の脳容積を比較した。共分散分析における調整変数は候補となる変

数からステップワイズ法にて選択した。単変量解析では、初潮が若年であるほど、全脳灰白

質、全脳白質、頭頂葉、側頭葉、後頭葉、小脳、海馬の脳容積が大きいという線形傾向を認

めた。それ以外の生殖因子では関連を認めなかった。共分散分析では全脳白質容積が閉経年

齢および出産回数の一部の群間で、側頭葉容積が初潮年齢の一部の群間で、小脳容積が生殖

期間の一部の群間で、それぞれ差を認めた。一部群間差は観察されたものの、生殖因子と脳

容積との線形あるいはＵ字の関連は指摘できなかった（協力研究者 山崎、分担研究者 大

久保）。 
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A. 研究目的 

本研究の目的は、更年期・老年期における

女性の健康問題を整理、包括的支援に資す

る根拠を調査・分析することにある（図１）。

研究 2 年目では、就労世代の女性の健康問

題に全般について、また閉経後の健康問題

として、更年期障害、ロコモティブシンドロ

ーム、尿失禁について PubMed を用いて抽

出されたレビューを実施し、課題を整理し

た。閉経・女性ホルモン・ロコモティブシン

ドロームでヒットした論文件数は 166 本、

メタアナリシスあるいはシステマティック

レビューでは７本であった（表１）。そのう

ち、今年度は、ロコモティブシンドロームに

図 1．本研究の全体概要 
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ついて、和文報告(n=6)、実

験報告(n=20)、out of focus 

(n=62)、その他(n=20)を除い

た論文数は 80 本であった（図

２）。エストロゲンや閉経とロ

コモティブシンドロームに関

連に関する報告が 38%と一番

多く、次に筋肉と骨（骨粗鬆

症）加齢や認知などロコモテ

ィブシンドロームの病態特性

に関するものが 25％と多かっ

た。次にホルモン補充療法に

よる効果について 14％、運動、

肥満などリスクファクターに

関連するものが 12%と続い

た。HRT の予防効果について

は効果があるとの報告が多い

傾向が見られたが投与期間に

項⽬ 検索⽤語 論⽂件数 メタとSR
認知 ((cognitive impairment ) OR (dementia)) OR (cogniti*) 862,351 ー
うつ (depressi*) OR (mental*) 1,268,324 ー
ロコモフレイル(frail) OR (frailty) OR (sarcopenia) OR (locomotive syndrome) 65,680 ー
尿失禁 urine incontinence 51,567 ー
閉経 menopause 94,929 ー

⼥性ホルモン
((((estrogen) OR (estradiol)) OR (reproductive hormone)) OR (female hormone))
OR (progesterone)

982,287 ー

閉経⼥性ホルモ
(menopause) AND (((((estrogen) OR (estradiol)) OR (reproductive hormone)) OR
(female hormone)) OR (progesterone))

53,087 ー

閉経⼥性ホル
モンと認知

(((cognitive impairment ) OR (dementia)) OR (cogniti*)) AND ((menopause) AND
(((((estrogen) OR (estradiol)) OR (reproductive hormone)) OR (female hormone))
OR (progesterone)))

2,117 63

閉経⼥性ホル
モンとうつ

((menopause) AND (((((estrogen) OR (estradiol)) OR (reproductive hormone))
OR (female hormone)) OR (progesterone))) AND ((depressi*) OR (mental*))

2,586 59

閉経⼥性ホル
モンとロコモ
フレイル

((frail) OR (frailty) OR (sarcopenia) OR (locomotive syndrome)) AND
((menopause) AND (((((estrogen) OR (estradiol)) OR (reproductive hormone))
OR (female hormone)) OR (progesterone)))

166 7

閉経⼥性ホル
モンと尿失禁

(urine incontinence) AND ((menopause) AND (((((estrogen) OR (estradiol)) OR
(reproductive hormone)) OR (female hormone)) OR (progesterone)))

558 23

表 1. 2024 年 11 月の検索履歴 

ホルモン補充療法の効果

14%

VD、食事との関連

7%

運動、肥満との関連

12%

性ホルモンとの関連

38%

特性（加齢、骨粗鬆症）

25%

排尿、骨盤底筋との関係

4%

図 2．検索履歴の閉経・女性ホルモン・ロコモティブ

シンドロームより 80 本の論文の内訳 
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より効果は一貫していなかった。 

２年目になる今年、研究班では次にあげ

る研究を行うこととした。 

・ロコモティブシンドロームと尿失禁に

ついてインターネットリサーチパネルより

更年期から老年期の女性集団における有訴

率、医薬品状況ならびに関連する社会因子

の同定を行う。 

・JMDC データベースを用いてホルモン製

剤と乳がんのリスク、骨脆弱性骨折に及ぼ

すリスク因子の同定について検討する。 

・また全国協会けんぽ 2000 万人データベー

スを用いて更年期障害の医療機関受診率、

治療内容について検討する。 

・大迫研究より生殖因子と脳容積の関連に

ついて検討する。 

 

B. 研究方法 

1．中高年女性におけるロコモティブシンド

ロームと生活環境因子及び社会的支援

との関連 

本研究は、2024 年 6 月 7 日から 6 月 11 日

の間に某大手インターネットリサーチ会社

にモニター登録されている 45-70 歳の日本

人一般女性 3283 名（56.9 ± 7.4 歳）を対象

に行われた。基本情報として、年齢、身長、

体重、body mass index（BMI）、婚姻状況、

子供の有無、分娩様式、介護状況、学歴、世

帯収入、喫煙状況、飲酒状況、労働状況、ワ

ークパフォーマンス、身体活動度、既往歴、

服薬状況を調査した。ロコモティブシンド

ローム（運動器症候群）は日本整形外科学会

が開発したロコモ 25 質問票を用い、うつは

Patient Health Questionnaire (PHQ-9)日本語版

を 用 い て 評 価 し た 。 社 会 的 支 援 は

Multidimensional Scale of Perceived Social 

Support (MSPSS-M)を用いて評価した。

MSPSS-M は家族、友人や知人、重要な他者

から得られる心理的あるいは実体的な援助

に関する 12 項目である。 

統計解析はロコモティブシンドロームの

有無を従属変数とした修正ポアソン回帰分

析によってリスク比（risk ratio: RR）と 95%

信頼区間（confidence interval: CI）を算出し

た。 

 

2．中高年女性における尿失禁と生活環境因

子及び社会的支援との関連 

本研究は、１のロコモティブシンドロー

ムと同時に実施した。尿失禁の症状および

QOL は、国際尿失会議質問票短縮版（ICIQ-

SF: International Consultation on Incontinence 

Questionnaire-Short Form）[7]を用いて評価し

た。ICIQ-SF は尿失禁の頻度、通常の失禁量、

QOL（日常生活に対する影響）を評価する

自己記入式の質問票であり、合計０点から

21 点で算出され、0 点を尿失禁なし、1 点以

上を尿失禁ありと定義した。 

過活動膀胱症状は、過活動膀胱症状質問

票（ OABSS: Overactive Bladder Symptom 

Score）[8]を用いて評価した。OABSS は昼間

頻尿（0-2 点）、夜間頻尿（0-3 点）、尿意切

迫感（0-5 点）、切迫性尿失禁（0-5 点）の 4

項目から合計を 0-15 点で得点化した。合計

点から軽症（0-5 点）、中等症（6-11 点）、重

症（12 点以上）に分類した。さらに、日本

泌尿器科学会の診断基準である OABSS 合

計 3 点以上かつ尿意切迫感が 2 点以上を過

活動膀胱症状ありと定義した。 

統計解析は尿失禁の有無を従属変数とし

た修正ポアソン回帰分析によってリスク比

（risk ratio: RR）と 95%信頼区間（confidence 

6



 

interval: CI）を算出した。 

 

3．更年期障害に及ぼす労働と身体因子の解

明：インターネットパネル調査 

2021 年 9 月、民間インターネット調査会

社にパネルとして登録している 45～56 歳

の働く女性を対象に、更年期に関連する症

状について自記式で調査し、更年期症状の

程度は簡略更年期指数（SIM：Simplified 

Menopausal Index）で評価した。3,645 名の有

効回答から、週の有償労働 20 時間未満の者

と薬剤により無月経の状態にある者を除外

し 2,731 名が分析対象となった。SMI スコ

アが 26 点以上の中等症～重症の者は 1,093

名（40.0％)であり、また更年期症状の緩和

や予防のため、市販薬を含む薬剤を使用す

る者が 530 名（19.4％）であり、セルフケア

をしながら働く女性は少なくなかった。 

SMI スコアが 25 点以下の症状なし～軽

症群をレファレンスとして、SMI スコアが

26 点以上の中等症～重症群の更年期症状有

訴リスク比をロジスティック回帰分析によ

り算出した。 

 

4．日本人女性におけるホルモン補充療法と

乳がん発生の関連 

本研究は日本最大規模の商用の保険者ベ

ースの保険請求・健診データベースを用い

た，Nested case-control 研究である．当該デ

ータベースに登録された全ての女性の内，

追跡開始月（cohort entry day: CED）時点で

45～54 歳の女性を対象とした．観察可能期

間は 2006 年 1 月から 2023 年 6 月までであ

り，この期間中に新たに乳がんを発症した

女性を同定し，乳がんを発症していない女

性と 1：10 の割合で無作為に割り当てた．

その際，年齢と CED でマッチングも行った．

HRT への曝露については，HRT の種類，投

与経路，初回の処方の時期，1 日の投与量に

関して最終の処方時期との関連を考慮して

分析を行う予定である．HRT へ曝露してい

ない女性を control とする．アウトカムであ

る乳がんの新規発生は，ICD-10 コードで定

義した乳がんに確定診断コードと医薬品コ

ードまたは診療行為コードの組合せで判定

した．多重補完法により欠測値を処理した

データに対し，層別ロジスティック回帰を

用い，オッズ比（odds ratio：OR）とその 95％

信頼区間（confidence interval：CI）を推定し

た．すべてのモデルは，年齢，CED 受診年，

特定健診結果，過去または現在の病歴・手術

歴で調整し，結果は Rubin’s rule に基づいて

統合する予定である． 

 

5．特定健診データを利用した骨粗しょう症

性骨折の予測モデルの検討 

本研究では，日本最大規模の商用の保険

者ベースの保険請求・健診データベースを

用い，40 歳から 60 歳の女性を対象に特定

健診にて取得される因子を用いて，将来の

骨粗しょう性骨折の発生を予測するモデル

を開発し，その性能を内的検証にて評価す

ることを目的とする．本研究の対象者はデ

ータベースに登録されている 40 歳以上 60

歳未満の女性とし，予測因子の候補は特定

健診で測定され，かつ骨粗しょう症や骨折

に関連する可能性があるものとする．アウ

トカムは骨粗しょう症性骨折（大腿骨近位

部骨折，椎体骨折，橈骨遠位端骨折を含む）

とし，ICD-10 コードに基づき定義する．な

お，標準傷病名も参照し，高エネルギー性・

外傷性骨折の可能性が高い傷病名は除外す
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る．予測モデルの開発は Cause specific Cox

モデル，Fine & Gray モデル，Random Survival 

Forest モデルを用いる予定である．モデル性

能の評価（内的検証）はブートストラップ法

もしくは K-fold cross validation 法を用いて

行う． 

 

6．就労女性における月経関連症状および更

年期障害の受療率と更年期障害に関連

する並存疾患および医薬品処方の年次

推移：大規模データベースによる検証 

本研究では全国健康保険協会（JHIA）加

入している被保険者の女性を対象に月経困

難症，月経前症候群（PMS）および更年期障

害で医療機関を受診している人がどの程度

いるかを推定すること，さらに更年期障害

における併存疾患および治療内容について

明らかにすることを目的とした．JHIA の保

険請求・健診データベースを用い，被保険者

の女性を対象として 2015 年度から 2022 年

度を観察対象期間とした．月経困難症およ

び PMS では，各年度の 4 月 1 日時点の満年

齢が 20 歳以上 52 歳未満の女性を，更年期

障害では，各年度の 4 月 1 日時点の満年齢

が 45 歳から 57 歳未満の女性を解析対象と

した．各疾患の定義は，国際疾病分類第 10

版（ICD-10）および日本の診療報酬で用い

られる標準傷病名コードに基づいて行った．

各年度の受療率（10 万人年当たり）を推計

した．また更年期障害と判定された対象者

について，並存疾患の割合および各薬剤の

処方割合を年度別に集計した． 

 

7．女性の生殖因子と脳容積との関連 

女性の生殖因子と脳容積、特にエストロ

ゲンとの関連が示唆されている領域との関

連について横断的に検討した。本研究の仮

説は、生殖因子と脳心血管系動脈硬化性病

変との関連を検討した先行研究に照らして、

初潮年齢が低いほど、閉経年齢が高いほど、

生殖期間が長いほど、出産回数が 2 回程度

であると、脳容積が保たれるというもので

ある。解析対象は、岩手県花巻市、旧大迫町

の住民で大迫研究に参加した 55 歳以上の

女性 360 人とした。生殖因子は、初潮年齢、

閉経年齢、生殖期間（初潮から閉経までの年

数）、出産回数を用い、それぞれ 4 分位に基

づき 4 群にカテゴリ化した。脳の各部位の

容積は、頭部 MRI 画像から Voxel-based 

Morphometry法を用い算出した。各生殖因子

と脳容積との関連は単変量解析では一元配

置分散分析を、多変量では共分散分析を用

い、生殖因子各群の脳容積を比較した。共分

散分析における調整変数は候補となる変数

からステップワイズ法にて選択した。 

 

C. 研究結果 

1．中高年女性におけるロコモティブシンド

ロームと生活環境因子及び社会的支援

との関連 

本研究は，中高年の一般人女性を対象に

ロコモティブシンドローム（以下ロコモ）と

生活環境因子及び社会的支援との関連を検

討した横断研究である。対象 3,283 名の

29.1 %がロコモ度 1 以上と判定され、従来報

告されてきた国内のロコモ有病率（20–35 %）

と同程度であった[10, 11]。修正ポアソン回

帰の結果，肥満・介護・世帯収入・既往歴、

労働生産性の損失、うつ症状、過活動膀胱症

状がロコモの有訴率を有意に高め、対照的

に身体活動と友人や知人からの社会的支援

が有訴率を低減させることが示された。 
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2．中高年女性における尿失禁と生活環境因

子及び社会的支援との関連 

本研究では、尿失禁症状に与える生活環

境因子、社会支援の影響を検討した。その結

果、生活環境因子は肥満、出産回数、介護、

既往歴、飲酒、メンタルヘルス、労働生産性

が尿失禁症状に対する関連を相乗的に高め

ることが示唆された。さらに、低体重が尿失

禁症状に影響を与えていた。 

本研究の対象者における尿失禁症状の割合

は 42.7%と高く、多様な生活環境因子およ

び身体的・心理的状態と有意な関連がある

ことが明らかとなった。先行研究で報告さ

れている中高年女性においても尿失禁の有

病率は高く、30～50%と一致しており[10] 

[11, 12]、日本泌尿器科学会においても 40 歳

以上の女性の約 4 割が尿失禁を経験してい

ると報告されている。このように尿失禁が

女性の健康上、重大な問題であることが再

確認された。 

 

3．更年期障害に及ぼす労働と身体因子の解

明：インターネットパネル調査 

SMI 26 点以上の更年期症状有訴リスク

増加に対して、肥満度レベルが過体重～肥

満（BMI ≧25）、婦人科疾患の既往歴を有す

ること、更年期（閉経周辺期、閉経期）にあ

ること、5kg 以上の重量物の持ち上げが１

日１回以上ある労働環境、月１回以上の深

夜勤務といった５因子が有意に関連してい

た。45～56 歳の就労女性の更年期症状の有

訴リスクに対し、肥満度や婦人科疾患の既

往歴などの個人の身体状況だけでなく、重

量物の持ち上げや深夜勤務といった労働環

境が有意に関連した。 

 

4．日本人女性におけるホルモン補充療法と

乳がん発生の関連 

最終的に，13,370 名のケースと 1,209,151

名のコントロールの候補が抽出され，コン

トロールの候補から 133,480 名がマッチン

グされた．年齢の平均と標準偏差（SD）は

ケース群が 47.9 (3.0) 歳，コントロール群も

47.9 (3.0) 歳であった．HRT への曝露割合は，

ケース群で 4.71%，コントロール群で 4.20%

であり，乳癌発生の粗 OR と 95%CI は 1.135 

[1.041, 1.237]であった．加えて，HRT への曝

露期間が長くなるほど乳がん発生の OR が

高くなっており，特に曝露期間が 3 年以上

になると粗 OR は 2.5 を超えていた． 

 

5．特定健診データを利用した骨粗しょう症

性骨折の予測モデルの検討 

現在，研究計画はおおむね完成しており，

婦人科専門医，整形外科専門医，生物統計の

専門家と協議の上，計画を確定し，順次解析

を進めていく予定である。 

 

6．就労女性における月経関連症状および更

年期障害の受療率と更年期障害に関連

する並存疾患および医薬品処方の年次

推移：大規模データベースによる検証 

2015 年 4 月から 2023 年 3 月までに JHIA

のデータベースに登録されていた女性（被

扶養者等を含む）の総数は 53,297,987 人で

ある．さらに被扶養者の女性に限定すると，

総数は 27,394,145 人となった．さらに 65 歳

未満である総数は 26,732,626 人となった．

20歳以上 52歳未満である総数は 19,352,455

人，45 歳以上 57 歳未満である総数は

5,833,765 人であった． 

月経困難症の 10 万人あたりの受療率は
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2015 年度から 2022 年度にかけて，3960 か

ら 8855，PMS の受療率も 262 から 497 と約

2 倍程度に上昇した．さらに更年期障害の

10 万人あたりの受療率は 2016 年度から

2022 年度にかけて 6848 から 9532 と約 1.5

倍に上昇し，いずれの疾患においても大幅

に受療率が上昇していた．更年期障害と判

定された対象者のうち，何かしらの併存疾

患がある割合は約 58％であり，疾患別で最

も割合が高いのは睡眠障害であった．また，

更年期障害と判定された対象者のうち，約

75％が何らかの医薬品の処方を受けており、

約 40％が漢方薬、約 30％がホルモン補充療

法（HRT）であった．HRT において，結合

型エストロゲン（CEE）およびエストラジオ

ール（E2）の処方を受けた割合は最も高く，

エストロゲン・プロゲスチン配合剤，プロゲ

スチン製剤については処方割合が年々上昇

していた．我が国の就労女性において，月経

随伴症状，更年期障害における受療率の上

昇が示され，医療需要が高まっていること

が明らかになった． 

 

7．女性の生殖因子と脳容積との関連 

単変量解析では、初潮が若年であるほど、

全脳灰白質、全脳白質、頭頂葉、側頭葉、後

頭葉、小脳、海馬の脳容積が大きいという線

形傾向を認めた。それ以外の生殖因子では

関連を認めなかった。共分散分析では全脳

白質容積が閉経年齢および出産回数の一部

の群間で、側頭葉容積が初潮年齢の一部の

群間で、小脳容積が生殖期間の一部の群間

で、それぞれ差を認めた。結果として、一部

群間差は観察されたものの、生殖因子と脳

容積との線形あるいはＵ字の関連は指摘で

きなかった。 

 

D. 考察  

本研究は、中高年女性を対象とし、ロコモ

ティブシンドローム（ロコモ）、尿失禁、更

年期障害、ホルモン補充療法（HRT）と乳が

んリスク、骨粗しょう症性骨折リスク、生殖

因子と脳容積との関連性など、身体的・心理

的・社会的要因を多角的に検討したもので

ある。以下に、得られた知見を統合し、女性

のライフコースにおける健康問題と対策の

方向性について考察する。 

 

まず、ロコモティブシンドロームは29.1%

という高頻度で確認されており、肥満、介護

経験、低収入、既往歴、うつ症状、過活動膀

胱など複数の身体的・心理的要因と有意に

関連していた。これに対し、身体活動や社会

的支援の存在が保護的に作用していた点は

注目に値する。高齢化と女性の就労継続が

進む中で、可動性を維持し、QOL を高める

には、単に運動習慣の推奨にとどまらず、社

会とのつながりを保つ施策の併用が重要で

ある。 

 

尿失禁も 42.7%と高頻度であり、肥満、出

産回数、介護、既往歴、メンタルヘルスとい

った因子に加え、低体重がリスクとなるこ

とも示された。これらの因子はロコモと重

複する側面があり、加齢に伴う身体的脆弱

性と精神的脆弱性が密接に関係しているこ

とを物語っている。また、尿失禁が「加齢に

よる当然の変化」として黙殺されがちであ

る一方で、QOL への影響は大きく、より積

極的な啓発と早期対応が求められる。 

 

更年期障害については、SMI によるスク
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リーニングおよび大規模データベースの解

析を通じて、肥満、婦人科疾患の既往、深夜

勤務、重量物作業などが有訴リスクを高め

る要因であることが明らかとなった。特に、

就労環境の影響が大きく、更年期の不調が

単なるホルモン変化の結果ではなく、社会

的条件と密接に結びついている点が示唆さ

れた。また、受療率は 2015 年以降着実に上

昇しており、PMS や更年期障害に対する医

療ニーズの増加が浮き彫りとなった。処方

薬の内容を見ると、HRT の利用も一定程度

進んでいるが、依然として全体の約 30%に

とどまっており、情報提供と選択支援の必

要性が残されている。 

 

HRT と乳がんリスクの関連では、HRT 使

用者において乳がん発生リスクが有意に上

昇することが確認された。特に、3 年以上の

使用で OR が 2.5 を超える点は臨床的にも

重要である。更年期症状の緩和を目的とし

た HRT の利点は大きいが、使用期間や個別

リスク因子を踏まえた慎重な導入が必要で

ある。また、臨床現場においても、乳がんリ

スクに対する患者の理解を深める教育が求

められる。 

骨粗しょう症性骨折の予測モデルについ

ては、研究計画段階ながら、特定健診データ

を活用した医療ビッグデータ解析により、

骨折リスクの予測精度を高める可能性が期

待されている。これは、健康保険制度下での

予防医療の推進や、介護予防施策の個別化

に貢献しうる。 

最後に、生殖因子と脳容積との関連に関

しては、初潮年齢や閉経年齢、出産歴などと

一部脳領域の容積に関連が認められたが、

明確な線形や U 字の関連は得られなかった。

これは、生殖因子が脳の構造に影響を与え

るという仮説の一端を示すものであるが、

交絡因子が多く、縦断的な研究の必要性が

示唆される。 

 

Ｅ．結論 

以上の結果を統合すると、中高年女性の

健康は、身体的・精神的・社会的要因が複雑

に絡み合う領域であり、単一のアプローチ

では対応困難であることが明らかである。

特に、就労や介護といった生活背景、肥満・

低体重といった身体的状態、精神的ストレ

ス、社会的孤立といった多元的因子が相互

に影響しあっている。 

最終年度ではさらに、JMDC のビッグデ

ータの活用により、個別化された予測・介入

モデルを構築すること、脳容積の検討を縦

断的な視点より解析を進展させ、より具体

的な予防・支援が実現できるエビデンス構

築を目指す。 

 
F. 健康危険情報 
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